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事 業 報 告 
（2020年 4月 1日から 2021年 3月 31日） 

 

１．株式会社の現況に関する事項 

 １－１．事業の経過及びその成果 

当期におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然

として厳しい状況にあるなか、国の補正予算などの効果も相まって、持ち直しの

動きがみられますが、経済の水準はコロナ前を下回った状態にとどまり、経済の

回復は道半ばとなっております。 

鉄道事業を取り巻く環境は、新型コロナウイルス感染症の影響による不要不急

の外出自粛やオンライン会議・テレワーク・リモート授業の進展などにより利用

者数が大きく減少するなど、極めて厳しい状況にありますが、各社とも利用者の

方に安心して利用いただける環境整備に努めているところです。 

このような経営環境のもと、当社では、2015 年３月 14 日の開業以来、鉄道経

営の基本である安全性の確保を第一に鉄道業務に取り組み、県民の皆様の日常生

活の足として大きな事故もなく、開業６周年を迎えることができました。この間、

ダイヤ改正における増発や新幹線との接続の見直しなど、利用実態に即した利便

性の向上に努めてまいりました。 

当期においては、2020 年３月のダイヤ改正時には富山～黒部駅間の増発や通勤

時間帯における増車による混雑緩和、交通結節点である富山駅や高岡駅、泊駅で

の他路線との接続の改善を図ったほか、４月には管理駅・観光列車での多言語翻

訳放送を開始、５月には富山駅での地元和紙職人の和紙作品を展示、６月には県

と連携した県民向けの企画切符を販売、10 月には自動券売機での IC 定期券の購

入などが可能となる機能を追加、３月には東富山駅東口改札の供用を開始いたし

ました。新型コロナへの対応としては、車両のつり革・手すりなどの抗菌・抗ウ

イルス処置を全車両で実施したほか、主要駅窓口等での消毒液設置や利用者への

マスク着用等の呼びかけを行うなど、感染拡大の防止に向けた対策を講じるとと

もに、普通列車を減便することなく運行するなど、安心してご利用いただける県

民の足の確保に努めました。また、駅での賑いづくりに向けて、関係者と開発を

進めてきた富山駅高架下での商業施設が６月に全面開業するなど、利用者の目線

に立ったさらなるサービスの向上を図り、利便性の向上に取り組みました。さら

に、観光列車「一万三千尺物語」の運行に当たっては、乗車定員の制限や車内換

気・検温の実施など感染防止対策を行うとともに、VRサービスの導入や子供プラ

ンの設定などのサービス向上の実施、沿線地区住民の方にお手振りいただくなど、

2,930人の方にご利用いただいたところです。 

加えて、駅周辺の魅力などを紹介するラジオ番組の放送をはじめ、写真コンテ

ストの入選作品等を用いたオリジナルカレンダーの作成・販売、サイクルトレイ

ンイベントの実施など、駅周辺の状況や歴史・食文化・観光名所等の沿線の魅力

を情報発信してきました。また、地域の皆様に愛され、利用していただけるよう

設立した「あいの風とやま鉄道ファンクラブ」については、2021年２月段階では、

2,928人・社の会員数となっています。 

なお、１月の大雪の際には、社員や協力事業者の皆さんと一丸となって除雪作

業に努めたところですが、列車の運転取り止めや遅れが多数発生し、ご利用者の

方にはご迷惑をおかけいたしました。 
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2020年度の利用状況につきましては、新型コロナウイルス感染症による都道府

県間の移動や大規模イベントの自粛、学校の臨時休校などの影響により、１日あ

たりの利用者数が 31,155人で、2019年度の 41,337人と比較すると約 25％の減と

なりました。 

   この結果、当期は純損失として 207,925千円を計上いたしました。その内訳に

ついては、まず今期の営業収益は、運輸収入が 1,936,536 千円、鉄道線路使用料

収入が 2,052,073千円、運輸雑収等が 706,691千円、計 4,695,301千円となりま

した。 

一方、営業費については、5,488,266 千円を計上し、営業損失は 792,964 千円

となりました。これに、補助金等の特別利益のほか、固定資産圧縮損等の特別損

失を加え、当期純損失 207,925千円を計上したものであります。 

 

 １－２．設備投資の状況 

（当事業年度中に完成した主要設備） 

富山駅高架下商業開発事業 

石動駅周辺整備事業 

東富山駅東口改札整備事業 

521系車両（第３編成）の新造 

投排雪保守用車の新造 

      

（当事業年度において継続中の主要設備の新設・拡充） 

富山駅連続立体交差事業 

富山－東富山間新駅整備 

滑川駅エレベーター整備事業 

呉羽駅北口改札整備事業 

 

１－３．直前 3事業年度の財産及び損益の状況 

区分 第６期 第７期 第８期 
第９期 

（当事業年度） 

営業収益 5,657,399千円 5,593,464千円 5,742,397千円 4,695,301千円 

営 業 利 益 ま た は 

営業損失(△) 
△48,820千円 △148,440千円 △37,906千円 △792,964千円 

経常利益または 

経常損失(△) 
△184,391千円 △174,433千円 △144,559千円 △754,055千円 

当期純利益または 

当期純損失(△) 
9,759千円 7,451千円 385千円 △207,925千円 

１株当たり当期純利益または  

1 株当たり当期純損失(△) 
121円 99銭 93円 14銭 4円 81銭 △2,599円 06銭 

総資産 15,584,484千円 11,772,970千円 9,238,821千円 9,058,866千円 
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１－４．対処すべき課題 

開業７年目となる今年度においても、コロナ禍の影響がまだ続くと考えられま

すが、当社においても、県民の皆様はじめ利用者の方々に新たな日常を取り戻し

ていただくため、引き続き安全運行を第一に、利用者や社員の感染防止に向けた

取組みを継続しながら、当社線の利便性の確保や利用促進を図ってまいります。 

まず、安全性の向上を図るための設備の導入など安全運行の確保を進めるとと

もに、雪対策として、本年３月に新造した投排雪保守用車の今冬からの運用開始

や高岡駅構内のスプリンクラーの増設などによる除雪能力の向上を図るとともに、

的確な運行判断と利用者の方への適時適切な情報提供に努めてまいります。さら

に、改正踏切道改良促進法に基づく指定踏切道について、道路管理者等と協議し

対策を進めるとともに、４編成目となる 521系電車の新造計画を進めます。 

このほか、４月より自転車をそのまま積み込める「あいの風サイクルトレイン」

の定期運行や沿線店舗等の情報発信機能も有する MaaSアプリ「my route（マイルー

ト）」でのデジタル乗車券の販売を開始するとともに、マスコットキャラクター「あ

いの助」を活用したオリジナルグッズの企画・販売、廃車となる 413 系電車を活

用した「ありがとう 413 系イベント」を開催するなど、地域の活性化や当社線の

利用増に資する取組みを進めてまいります。 

また、2021年３月のダイヤ改正において、利用者のニーズや利用実態を踏まえ

つつ、通勤時間帯における混雑緩和のための増車や他交通機関との乗継利便性の

向上にも配慮したダイヤ編成を推進いたします。加えて、観光列車「一万三千尺

物語」での新たなサービスの充実を図り、利用客の増加に努めます。 

また、富山駅－東富山駅間の新駅「新富山口駅」の 2022年３月の供用開始に向

けて工事を進めるとともに、呉羽駅北口改札の設置、滑川駅のエレベーター設置

を推進するほか、沿線自治体の駅周辺のまちづくりにも協力してまいります。 

また、昨年度より検討を進めております新たな経営計画の策定については、新

型コロナウイルス感染症がもたらす生活様式の変容や社会経済の激変による今後

の利用動向を見込んだ将来需要の予測、運賃改定時期や今後の収支見通しと基金

による支援のあり方、当社が将来にわたって安定的に運行するための設備投資や

新たに取り組むべき方策など、今年度末の策定に向けて引き続き検討を進めます。 

 

 １－５．主要な事業内容 

      鉄道事業、旅行業 

 

 １－６．主要な営業所及び工場並びに使用人の状況 

     主要な営業所及び工場の状況 

      ・本社       富山県富山市明輪町 1番 50号 

      ・運転管理センター 富山県富山市上赤江 411 

      ・施設管理センター 富山県富山市明輪町 1番 227号 

      ・電気管理センター 富山県富山市明輪町 1番 227号 

       

使用人の状況（2021年 3月 31日現在） 

      使用人数 402名（前事業年度末比７名減） 

※ＪＲ西日本出向社員 146名、ＪＲ貨物出向社員２名、富山県派遣職員

５名を含めています。 

平均年齢 38歳 



4 
 

 

 １－７．重要な親会社及び子会社の状況 

当社は親会社及び子会社はありません。 

 

１－８．主要な借入先及び借入額 

当社は借入れの実績はありません。 

 

１－９．剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定め（会社法第 459条第

1項）があるときの権限の行使に関する方針 

該当事項はありません。 

 

１－１０．その他株式会社の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

２．株式に関する事項（2021年 3月 31日現在） 

① 発行可能株式総数  120,000株 

② 発行済株式の総数   80,000株 

③ 当事業年度末の株主数   41名 

④ 上位 10名の株主 

株主名 持株数 持株比率 

富山県 50,400 63.0％ 

富山市 11,160 14.0％ 

高岡市 3,900 4.9％ 

射水市 1,660 2.1％ 

北陸電力株式会社 1,000 1.3％ 

株式会社北陸銀行 1,000 1.3％ 

株式会社インテック 1,000 1.3％ 

ＹＫＫ株式会社 1,000 1.3％ 

黒部市 900 1.1％ 

魚津市 680 0.9％ 

 

３．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項（2021年 3月 31日現在） 

４－１.取締役及び監査役の氏名等 

氏 名 地位 重要な兼職の状況 

寺林 敏 代表取締役会長  

日吉 敏幸 代表取締役社長  

高野 修 常務取締役  

三浦 良平 取締役 富山市副市長 

梅津 將敬 取締役 入善町副町長 

松田 光司 取締役 北陸電力株式会社取締役常務執行役員 
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麦野 英順 取締役 株式会社北陸銀行代表取締役会長 

牧野 賢藏 取締役 
株式会社インテック取締役専務執行役員 

行政システム事業本部長 

浅野 慎一 取締役 
YKK 株式会社副社長 

黒部事業所長 

辻川 徹 取締役 富山地方鉄道株式会社代表取締役社長 

西岡 秀次 監査役 富山県商工会議所連合会常任理事 

大橋 豊 監査役 富山県会計管理者 

河村 幹治 監査役 高岡市副市長 

注１．取締役 三浦良平氏、梅津將敬氏、松田光司氏、麦野英順氏、牧野賢藏

氏、浅野慎一氏及び辻川徹氏は、会社法第２条第 15号に定める社外取

締役であります。 

注２．監査役 西岡秀次氏、大橋豊氏及び河村幹治氏は、会社法第２条第 16

号に定める社外監査役であります。 

 

 ４－２.取締役、会計参与、監査役又は執行役ごとの報酬等の総額 

     （当事業年度に係る役員の報酬等の総額） 

区分 支給人数 報酬等の額 摘要 

取締役      ２人    17,640千円 
 

監査役      －人      －千円 
 

計      ２人     17,640千円 
 

 

４－３．各社外役員の主な活動状況 

    （社外役員の主な活動状況） 

区 分 氏  名 主な活動状況 

取締役 三浦 良平 当事業年度開催の取締役会６回のうち３回に出席

し、主に行政での豊富な経験のもとに、議案・審議

等につき必要な発言を適宜行っております。 

取締役 梅津 將敬 当事業年度開催の取締役会６回のうち５回に出席

し、主に行政での豊富な経験のもとに、議案・審議

等につき必要な発言を適宜行っております。 

取締役 松田 光司 当事業年度開催の取締役会６回（就任後の開催回

数：５回）のうち４回に出席し、主に経験豊富な経

営者の観点から、議案・審議等につき必要な発言を

適宜行っております。 

取締役 麦野 英順 当事業年度開催の取締役会６回のうち５回に出席

し、主に経験豊富な経営者の観点から、議案・審議

等につき必要な発言を適宜行っております。 
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取締役 牧野 賢藏 当事業年度開催の取締役会６回のうち４回に出席

し、主に経験豊富な経営者の観点から、議案・審議

等につき必要な発言を適宜行っております。 

取締役 浅野 慎一 当事業年度開催の取締役会６回（就任後の開催回

数：５回）のうち５回に出席し、主に経験豊富な経

営者の観点から、議案・審議等につき必要な発言を

適宜行っております。 

取締役 辻川  徹 当事業年度開催の取締役会６回の全てに出席し、主

に鉄道事業者としての専門的見地から、議案・審議

等につき必要な発言を適宜行っております。 

監査役 西岡 秀次 当事業年度開催の取締役会６回の全てに出席し、必

要に応じ、主に経験豊富な経営者の観点から発言を

行っております。 

監査役 大橋  豊 当事業年度開催の取締役会６回（就任後の開催回

数：５回）のうち５回に出席し、必要に応じ、主に

行政での豊富な経験をもとに発言を行っておりま

す。 

監査役 河村 幹治 当事業年度開催の取締役会６回（就任後の開催回

数：５回）のうち２回に出席し、必要に応じ、主に

行政での豊富な経験をもとに発言を行っておりま

す。 

 

    （責任限定契約の内容の概要） 

 該当事項はありません。 

 

４－４．社外役員の報酬等の総額 

    該当事項はありません。 

 

４－５．親会社又は子会社等からの役員報酬等の総額 

    該当事項はありません。 

 

５．会計監査人に関する事項 

５－１．氏名又は名称 

      有限責任監査法人トーマツ 

 

５－２．会計監査人の報酬等の額 

      4,000千円 

 

５－３．現在の業務停止処分に関する事項 

      該当事項はありません。 

 

５－４．過去 2年間の業務停止処分に関する事項のうち、会社が事業報告の内容と

すべき判断した事項 
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      該当事項はありません。 

 

５－５．責任限度契約に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

５－６．解任又は不再任の決定の方針 

    当社は、会社法第 340条第 1項各号に掲げる事項に該当すると認められ

る場合その他会社が必要と認める場合に、解任又は不再任を決定いたしま

す。 

 

６．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要 

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制 

取締役会は、法定事項及び経営上重要な事項について十分に審議し、適法か

つ適正に意思決定を行うとともに、取締役の業務執行状況を監督する。 

監査役は取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の職務執行の監視をより

一層強化することとする。 

職務の執行にあたっては、稟議制など牽制機能が働く仕組みとし、透明性を

確保する。 

反社会的勢力との関係遮断のため、不当要求には一切応じず、対応統括部署

を定め、外部の専門機関と緊密な連携関係を構築する等、必要な体制を整える。 

 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び社内規程に従い、適切

に保存及び管理を行うものとする。取締役及び監査役は必要に応じて、常時、

これらの文書を閲覧できるものとする。 

 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

鉄道業の安全性の確保のため、各部門が重点行動計画に沿った具体的な取り

組みを進めるとともに、運輸安全マネジメント制度に則った内部監査体制を整

え、適切で健全な会社経営に努めるものとする。 

また、重大な危機が発生した場合には、迅速に初動体制を構築し対応する。 

 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

社内規程により、各部門の所管事項と職務権限を明確に定め、効率的な事業

運営を確保する。 

 

（５）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに監

査役の当該使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項 

監査役が当該使用人の体制について検討し設置することを要請できるよう

にするとともに、同時に当該使用人の独立性や監査役への報告体制についても

検討し、必要に応じて取締役又は取締役会に報告する。 
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（６）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関 

する体制 

取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を認めた

ときその他業務及び業績に影響与える重要な事実を発見したときは、遅滞なく

監査役に報告を行うものとする。 

また、監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対して職務の執行に関す

る事項について報告を求めることができる。 

 

（７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制とその他の監査役への報告

に関する体制並びに監査役に報告したことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制 

監査役に報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告を行ったことを理

由として、不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。 

 

（８）監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該業

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

監査役が、職務の執行に関して、必要とする費用の前払い等の請求を行った

ときは、速やかに当該費用の支払又は債務の処理を行うこととする。 

 

（９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役会への出席、文書の閲覧、会計監査人との連携等、監査役の監査が実

効的に行われることを確保するための体制を整備する。 

 

７．当事業年度における業務の適正性を確保するための体制の運用状況 

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

取締役会を必要に応じて開催しており、取締役会には各取締役のほか、独立

性を保持した監査役も出席しており、重要な職務執行に関する意思決定を監督

しております。 

 

（２）損失の危険の管理に関する体制 

新規取引先等に関する事前調査を行っているほか、各種契約書類内に反社会

的勢力排除に関する記載を盛り込み、反社会的勢力排除に向けた取り組みを強

化いたしました。また、弁護士、社会保険労務士等外部の専門家と顧問契約を

締結しており、必要に応じアドバイス及びチェックを受けております。 
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貸 借 対 照 表 
（2021年 3月 31日現在） 

（単位：千円） 

科  目 金 額 科  目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 4,649,077 流動負債 3,889,512 

 現金及び預金 1,033,744  未払金 3,401,924 

 未収運賃 71,962  未払費用 14,279 

 未収金 3,248,030  未払法人税等 16,110 

 未収消費税等 155,621  預り連絡運賃 40,609 

 未収還付法人税等 18,791  預り金 88,417 

 貯蔵品 91,326  前受運賃 227,295 

 前払費用 27,605  賞与引当金 98,894 

 その他 1,995  その他 1,980 

    

  固定負債 1,308,923 

固定資産 4,409,788  退職給付引当金 106,091 

 鉄道事業固定資産 3,597,450  車両修繕引当金 342,464 

 建設仮勘定 805,975  補助金等受入金 836,955 

 投資その他の資産 6,362  その他 23,411 

  投資有価証券 50 負債合計 5,198,436 

  その他 6,312 （純資産の部）  

  株主資本 3,860,430 

   資本金 4,000,000 

   利益剰余金 △139,569 

    その他利益剰余金 △139,569 

     繰越利益剰余金 △139,569 

  純資産合計 3,860,430 

資産合計 9,058,866 負債及び純資産合計 9,058,866 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

  



- 10 - 

 

 

損 益 計 算 書 
（自 2020年 4月 1日 至 2021年 3月 31日） 

（単位：千円） 

科   目 金   額 

鉄道事業   

 営業収益  4,695,301 

 営業費  5,488,266 

 営業損失  792,964 

営業外収益   

受取利息 16  

 受託工事収入 221,617  

 その他 12,449 234,082 

営業外費用   

 受託工事支出 195,173 195,173 

経常損失  754,055 

特別利益   

固定資産売却益 13,001  

 補助金 1,836,246  

工事負担金等受入額 962,547 2,811,795 

特別損失   

 固定資産除却損 459,231  

 固定資産圧縮損 1,800,388 2,259,620 

税引前当期純損失  201,880 

法人税、住民税及び事業税  6,044 

当期純損失  207,925 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  
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株主資本等変動計算書 
（自 2020年 4月 1日 至 2021年 3月 31日） 

（単位：千円） 

 株主資本 

純資産 

合 計 資本金 

利益剰余金 

株    主 

資本合計 

その他利益 

剰 余 金 
利 益 

剰余金 

合 計 
繰 越 利 益 

剰  余  金 

2020年 4月 1日残高 4,000,000 68,355 68,355 4,068,355 4,068,355 

事業年度中の変動額      

当期純損失 － △207,925 △207,925 △207,925 △207,925 

事業年度中の変動額合計 － △207,925 △207,925 △207,925 △207,925 

2021年 3月 31日残高 4,000,000 △139,569 △139,569 3,860,430 3,860,430 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①たな卸資産の評価方法 

貯蔵品 

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げ方法により算定） 

 

②有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

 市場価格のないもの・・・移動平均法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。ただし、鉄道事業固定資産のうち取替資産については、

取替法によっております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5 年）に

基づく定額法を採用しております。 

   ③リース資産 

     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

   ①賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

   ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（簡便法による見
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込額）に基づいて、当期末に発生していると認められた額を計上しております。 

   ③車両修繕引当金 

     「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」（平成 13年 12月 25日 国土交通省令 第

151号）第 90条の定めによる車両の定期検査費用に備えるため、当該検査費用の支出見

込額の内、当事業年度末までに発生していると見込まれる額を計上しております。 

 

(4) 補助金等の圧縮記帳の処理方法 

鉄道事業固定資産の取得にあたり、地方自治体等より取得費の一部として補助金

及び工事負担金を受け入れております。これらの補助金は、資産取得時に当該補助金

相当額を取得した固定資産原価から直接減額して計上しております。 

損益計算書においては、補助金の受入額を「補助金」、「工事負担金等受入額」とし

て特別利益に計上するとともに、固定資産の取得価額から直接減額した額を「固定資

産圧縮損」として特別損失に計上しております。 

 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額            573,144 千円 

 

(2) 固定資産の取得から直接減額された補助金等圧縮累計額 

29,893,544千円 

 

(3) 補助金及び工事負担金受入れのため、当該事業年度に取得価額の圧縮記帳を行った額 

1,800,388千円 

 

(4) 鉄道事業固定資産 

有形固定資産 

土地                      696,709千円 

建物                      575,284千円 

構築物                    1,348,087千円 

車両                      564,493千円 

機械装置                     187,449千円 

工具器具備品                  144,588千円 

無形固定資産 

ソフトウエア                   72,377千円 

リース資産                    7,878千円 

その他無形固定資産                     581千円 

 

(5)  関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

未収金                    1,322,364千円 

未払金                       469千円 

   

 

３．損益計算書に関する注記 

(1) 営業収益 
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旅客運輸収入                 1,936,536千円 

鉄道線路使用料収入                         2,052,073千円  

運輸雑収                       706,691千円 

 

(2) 営業費 

運送費                         4,812,702千円 

一般管理費                   290,437千円 

諸税                       192,435千円 

減価償却費                    192,690千円 

 

(3) 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

 営業収益                    3,281千円 

 営業費                     4,433千円 

 

営業取引以外の取引による取引高 

補助金                   1,221,886千円 

工事負担金等受入額               961,503千円 

受託工事収入                  191,887千円 

固定資産売却益                   379千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 

                              （単位：株） 

株式の種類 当事業年度末の株式数 

普通株式 80,000 

    

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

       退職給付引当金           32,315千円 

       車両修繕引当金                   104,314千円 

未払事業税                        3,987千円 

       賞与引当金            30,123千円 

       繰越欠損金            63,065千円 

       その他               10,612千円 

          繰延税金資産小計         244,417千円 

          評価性引当額           △244,417千円 

繰延税金資産                         －千円 

 

６．金融商品に関する注記 

(1)金融商品の状況に関する事項 

 ①金融商品に対する取組方針 

  当社の資金運用については、短期的な預金や有価証券（国内譲渡性預金）に限定して

おります。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

  営業債権である未収運賃及び未収金は、連絡運輸会社及び顧客等の信用リスクを含
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んでおります。当該リスクに関しては、当社の社内規定に従い、取引先ごとに適切な期

日管理及び残高管理を行っております。 

  営業債務である未払金及び預り連絡運賃は、1年以内の期日であります。 

 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

2021年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の

とおりです。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりま

せん。 

（単位：千円） 

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

（1）現金及び預金  （2）未収運賃   （3）未収金 

（4）未収消費税等  （5）未収還付法人税等 

短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

（6）未払金     （7）未払法人税等 （8）預り連絡運賃 

短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

 

  

科目 貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

（1）現金及び預金 

（2）未収運賃 

（3）未収金 

（4）未収消費税等 

（5）未収還付法人税等 

（6）未払金 

（7）未払法人税等 

（8）預り連絡運賃 

1,033,744 

  71,962 

 3,248,030 

  155,621 

18,791 

（3,401,924） 

（16,110） 

（40,609） 

 1,033,744  

71,962  

 3,248,030  

155,621  

18,791 

（3,401,924） 

（16,110） 

（40,609） 

－    

－    

－    

－    

－    

－    

－    

 －    
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７．関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び法人主要株主等 

 （単位：千円） 

種 

類 

会

社

等

の

名

称 

議決権等

の 所 有

（ 被 所

有）割合 

関 連当 事

者 との 関

係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 役 

員 

兼任

等 

事

業

上 

の

関

係 

主
要
株
主 

富
山
県 

(被所有) 

直接 63％ 

役員 

1 名 

資

本

提

携 

補

助

金

等

の

受

領 

そ

の

他 

連続立体交差負担金 510,864 未収金 323,164 

あいの風とやま鉄道新

駅設置支援事業費補助

金 

－ 未収金 101,083 

富山県地域交通感染症

拡大防止対策支援事業

（車両抗菌処理・実証運

行） 

27,003 未収金 19,824 

平成 31 年度（繰越）あい

の風とやま鉄道施設整

備等事業費補助金 

84,050 未収金 84,050 

令和 2年度あいの風とや

ま鉄道施設整備等事業

費補助金 

109,591 未収金 109,591 

令和 2年度富山県並行在

来線経営安定基金補助

金 

1,010,000 未収金 351,000 

入善～泊間第 4北陸街道

踏切拡幅工事 
248,255 未収金 253,071 

あいの風とやま鉄道線

小杉・呉羽間外橋梁定期

点検 

73,653 未収金 63,018 

水橋・滑川間外橋梁定期

点検 260k379m 付近菰原

跨線橋補修工事 

93,252 － － 

富

山

市 

(被所有) 

直接 14％ 

役員 

1 名 

資

本

提

携 

補

助

金

等

の

受

領 

そ

の

他 

東富山駅東口改札設置

事業補助金 
283,500 未収金 283,500 

呉羽駅北口改札設置事

業補助金 
36,000 未収金 36,000 

あいの風とやま鉄道新

駅設置（工事）事業補助

金 

－ 未収金 101,110 

富山市公共交通活性化

対策事業補助金 
－ 未収金 101,143 

土地の売却（売却代金） 12,915 － － 

土地の売却（売却益） 12,622 － － 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1） 補助金については、地方自治法の定めによっております。また、受託工事、負担

金工事については富山県と協議の上、協定を締結しております。 

（注 2）固定資産の売却価格については、双方協議の上締結した契約書に基づいており、一

般的取引条件と同様に決定しております。 
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（注 3） 取引金額には消費税等は含まれておりません。また、期末残高については消費税

等を含めております。 

 

 

８．1株当たり情報に関する注記 

1株当たり純資産額                 48,255円 37銭 

1株当たり当期純損失                2,599円 06銭  
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附属明細書（計算書類関係） 
 

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

鉄道事業固定資産 
（単位：千円） 

区

分 
資産の種類 期首残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 
期末残高 

期末償却

累計額又

は償却累

計額 

当期 

償却額 

差引期末 

帳簿簿価 

有

形

固

定

資

産 

土地 695,648 1,369 308 696,709 - - 696,709 

建物 602,733 624,519 549,391 677,860 102,576 28,660 575,284 

構築物 1,372,822 568,070 382,734 1,558,158 210,070 55,872 1,348,087 

車両 678,803 794,129 764,631 708,301 143,808 52,786 564,493 

機械装置 136,565 138,699 59,215 216,049 28,599 9,432 187,449 

工具器具備品 150,826 112,640 30,787 232,679 88,090 26,956 144,588 

建設仮勘定 573,986 2,904,255 2,672,266 805,975 - - 805,975 

計 4,211,386 5,143,683 4,459,336 4,895,733 573,144 173,708 4,322,589 

無

形

固

定

資

産 

ソフトウエア 83,059 43,063 14,591 111,530 39,153 18,009 72,377 

リース資産 - 8,754 - 8,754 875 875 7,878 

その他 275 381 - 656 75 18 581 

計 83,334 52,198 14,591 120,940 40,103 18,903 80,836 

 

 

２．引当金の明細 
（単位：千円） 

科目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞与引当金 100,031 98,894 100,031 - 98,894 

退職給付引当金 83,005 28,804 5,719 - 106,091 

車両修繕引当金 353,809 138,096 149,441 - 342,464 

 

  

（注）  １. 固定資産の当期増加の主なものは、鉄道事業資産を取得したことによるものです。 

 ２. 固定資産の当期減少の主なものは、固定資産の取得原価から直接減額する方法によ

り、圧縮記帳及び撤去工事を行ったことによるものです。 
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３．販売費及び一般管理費の明細 

（単位：千円） 

科目 金額 摘要 

役員報酬 17,640   

給料 48,923   

手当 7,430   

賞与 7,673   

賞与引当金繰入額 8,008   

退職給付費用 2,332   

法定福利費 11,386   

厚生福利費 2,381   

出向者負担金 4,742   

水道光熱費 380   

備消品費 16,226   

被服費 613   

旅費交通費 1,034   

通信運搬費 28,439   

会議費 4,021   

交際費 169   

広告宣伝費 4,202  

寄付金 40  

諸会費 2,214  

諸手数料 12,638  

公告料 135  

賃借料 33,682  

損害保険料 3,130  

部外者報酬 8,811  

清掃料 1,903  

業務委託費 56,293  

雑費 5,977  

計 290,437  

 










